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電波の利用状況の調査、公表制度の概要 

電波法に定める 
3,000GHz以下の周波数の 
電波の利用状況の調査 

周波数区分ごとの 
電波の有効利用の 

程度の評価 

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施 

電波監理審議会への諮問 

【調査する事項】 
 〇 無線局の数 
 〇 無線局の具体的な使用実態 
 〇 他の電気通信手段への 
   代替可能性 等 

 ３年を周期として、次に掲げる 
 周波数帯ごとに実施 
 ① 714MHz以下 
  （平成26年度対象） 
 ② 714MHz超3.4GHz以下 
 ③ 3.4GHz超    
  

調査及び評価結果の概要の公表 

例 
・現在、電波は有効に利用されて 
    いる 
・使用帯域の圧縮が適当 
・中継系の固定局は光ファイバ等へ 
    の転換が適当 

国民の意見 

例 
・新規の電波需要に迅速に対応 
 するため、 電波再配分が必要 
・既存の電波利用の維持が必要 

①調査 ②調査 ③調査 
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「平成26年度電波の利用状況調査」の概要 

（１）目    的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、３つの周波数帯 
（①714MHｚ以下、②714MHz超3.4GHｚ以下、③3.4GHｚ超）ごとに、おおむね３年

を周期として電波の利用状況を調査、電波の有効利用の程度を評価する。 
この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正を実施。 

（各周波数区分毎の合算値） 

（２）根拠条文：  電波法第26条の２ 

（３）調査対象：  平成26年３月３日現在において、714MHｚ以下の周波数を利用する無線局 

（４）調査対象：  無線局数  約332.7万局（平成23年度：約325.3万局） 
             免許人数  約136.8万人（平成23年度：約143.8万人） 

（５）調査事項：  免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の導入予定、
他の電気通信手段への代替可能性 等 

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析  

（６）調査方法：  全国11の総合通信局等の管轄ごとに、次の調査を実施 

 ② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入予定等を質問

し、その回答を集計・分析 

※複数の周波数区分を利用している無線局・免許人は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数・免許人数より多い。 

２ 

※ 平成24年総務省令第100号（平成24年12月7日公布・施行）により「770MHｚ」を「714MHｚ」に改正した。 

（７）意見募集：  評価結果案について、平成27年4月10日（金）から同年5月14日（木）までの間、意見募
集を行った結果、携帯事業者等から５件の意見提出があった。   



調査結果及び評価結果のポイント（714MHz以下の周波数（全般）） 
３ 

*  複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 264,867 332,545 903,446 154,252 88,242 379,514 418,735 224,971 133,448 323,788 25,031

平成26年度 256,814 329,390 991,658 153,540 87,487 380,177 434,458 217,076 133,987 318,451 24,842
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○各地方総合通信局管内における無線局数の推移 

（１）各総合通信局等管内における無線局数については、関東管内が全体の29.8%を占めており、沖縄管内が0.7% 
  と最も少ない。 
（２）平成23年度時の調査と比較すると、関東、東海、近畿及び四国を除き無線局数は減少傾向にある。 
（３）ただし、アマチュア局を除くと全国各管内で無線局数は増加（約7.9%増）しており、船舶や航空機無線、消 
  防・防災行政無線等重要な無線のほか、自営系無線などに緻密に利用されるなど、全体としては適切に利用さ 
  れている。 
  ※本周波数帯のアマチュア局は1,294,361局であり、平成23年度と比較して、69,100局減少している。 
（４）各種の無線システムについて、周波数の有効利用を図る観点からデジタル化を推進しているが、本周波数帯 
  においても狭帯域化やデジタル化を進めることが望ましい。 



調査結果及び評価結果のポイント（26.175MHz以下の周波数） 
４ 

○無線局数の割合及び局数 

評価結果のポイント 

調査結果のポイント 

（１）本周波数帯では、「陸上・その他」のうちアマチュア局が99.8%（234,327局）を占めている。 
 
（２）アマチュア局を除いた本周波数帯の無線局数を平成23年度と比較すると、272局減少（4.8%減）している。 

（１）本周波数帯は、アマチュア局のほか、中波・短波放送、船舶や航空機、測位システム等の多様で重要な無線 
  局で利用されており、局数は減少傾向にあるが、国際的な周波数割当てと整合がとられているとともに、適切 
  に利用されている。 
 
（２）本周波数帯における技術発達等の動向では、WRC-12の結果により、新たに海洋レーダー等に対して国際的に 
  周波数が分配され、これを受けて技術的条件の策定及び周波数の国内分配を行っており、新たな利用ニーズが 
  見込まれる。 

陸上・その他

98.0%(234,897局)

海上・船舶通信

1.1%(2,628局)

海上・測位

0.4%(865局)

陸上・放送

0.3%(628局)

航空・航空通信

0.2%(427局)

その他

0.1%(280局)



調査結果及び評価結果のポイント（26.175MHz超50MHz以下の周波数） 
５ 

○無線局数の割合及び局数 

調査結果のポイント 

評価結果のポイント 

（１）本周波数帯では、「陸上・その他」についてはアマチュア局（239,140局）、「海上・船舶通信」については、 
  船舶局及び海岸局が占めている。 
 
（２）アマチュア局を除いた本周波数帯の無線局数を平成23年度と比較すると、5,140局減少（9.5%減）している。 

（１）本周波数帯は、アマチュア局のほか、主に小型船舶等の重要な無線局（漁業用無線）で利用されており、適 
  切に利用されている。 
 
（２）「その他」のうち「26MHz帯コンテナ荷役用無線」は、無線局数が「０」であり、今後も開設される見込みが 
  ないことから、周波数の割当てを見直すことが適当である。 

陸上・その他

82.9%(239,151局)

海上・船舶通信

16.1%(46,429局)

海上・測位

0.4%(1,100局)

陸上・放送事業

0.2%(553局)

海上・その他

0.1%(368局)

陸上・自営(公共分野以外)

0.1%(308局)
航空・その他

0.1%(293局)
その他

0.1%(233局)



調査結果及び評価結果のポイント（50MHz超222MHz以下の周波数） 
６ 

○無線局数の割合及び局数 

調査結果のポイント 

評価結果のポイント 

（１）本周波数帯では、「陸上・その他」においてアマチュア局が77.2%（418,895局）、簡易無線局が22.8% 
  （123,607局）を占めている。 
（２）アマチュア局を除いた本周波数帯の無線局数を平成23年度と比較すると、37,156局減少（5.9%減）している。 

（１）本周波数帯は、消防・防災行政無線、航空・海上無線、放送等の多様で重要な無線局で利用されており、局数 
  は減少傾向にあるものの、適切に利用されている。 
（２）150MHz帯列車無線については、首都圏の過密ダイヤに伴う列車の安全走行の高まりから高度化が望まれている 
  とともに、長波帯（30～300kHz）の誘導無線（地下鉄など）から本周波数帯への移行需要があることから、狭帯 
  域デジタル化を促進していくことが望ましい。 
（３）160MHz帯放送事業用連絡無線については、事業者の利用の増加が見込まれるなど周波数がひっ迫していること 
  から、狭帯域デジタル化を推進することが望ましい。 

陸上・その他

53.5%(542,536局)

陸上・自営(主に公共分野)

23.7%(240,039局)

陸上・自営(公共分野以外)

8.0%(81,512局)
陸上・防災

7.6%(76,763局) 衛星・電気通信業務

2.5%(25,511局)

海上・船舶通信

1.8%(17,876局)

陸上・放送事業

1.0%(9,678局)

航空・航空通信

0.9%(9,135局)

海上・その他

0.8%(7,839局)

陸上・放送

0.2%(2,102局)

その他

0.1%(1,311局)



調査結果及び評価結果のポイント（222MHz超335.4MHz以下の周波数） 
７ 

○無線局数の割合及び局数 

調査結果のポイント 

評価結果のポイント 

（１）本周波数帯では、他の周波数区分とは異なりアマチュア局が存在しない。 
（２）絶対的な無線局数は少ないものの、防災行政無線及び消防無線の本周波数帯への移行等により、41,082局増加 
 （53.8%増）している。 

（１）本周波数帯は、消防・防災行政無線、船舶、航空機等多様で重要な無線局で利用されており、適切に利用さ 
  れている。 
（２）防災行政無線（60MHz帯、150MHz帯及び400MHz帯）及び消防無線（150MHz帯）については、周波数有効利用の 
  観点から、260MHz帯への周波数移行によるデジタル化が進められており、今後も無線局数の増加が見込まれる。 
（３）280MHz帯電気通信業務用ページャー（平成26年度：29局）については、無線局数が平成23年度と比較して3局 
  減少していることから、需要に応じた形で割当周波数の帯域幅を見直すことが適当である。 
（４）本周波数帯における技術発達の動向では、本周波数帯は広域への狭帯域のデータ伝送に適しており、広域向 
  けのセンサーネットワーク用として技術試験等が行われている。本周波数帯においては、広域向けのセンサー 
  ネットワークのニーズがあることから、センサーネットワーク用に周波数の確保を検討していくことが適当で 
  ある。 

陸上・防災

59.7%(45,567局)

陸上・自営(主に公共分野)

36.8%(28,082局)

航空・航空通信

2.4%(1,850局)

その他・その他

0.9%(652局)

海上・測位

0.2%(120局)

航空・測位

0.09%(67局)

陸上・電気通信業務

0.04%(29局)



調査結果及び評価結果のポイント（335.4MHz超714MHz以下の周波数） 
８ 

○無線局数の割合及び局数 

調査結果のポイント 

評価結果のポイント 

（１）本周波数帯では、「陸上・その他」において簡易無線局が65.2%（754,397局）、アマチュア局が34.7% 
  （401,999局）を占めている。 
（２）アマチュア局を除いた本周波数帯の無線局数を平成23年度と比較すると、簡易無線局の増加（754,397局（平 
  成23年度）と比較して182,713局増加）により、149,627局増加（12.9%増）している。 

（１）本周波数帯は、防災行政無線、公共分野の自営系無線、放送等の多様で重要な無線局のほか、簡易無線や業 
  務用無線で広く利用されており、適切に利用されている。 
（２）350MHz帯マリンホーン（平成26年度：1,328局）については、無線局数が平成23年度と比較して732局減少し 
  ていることから、他の無線システムによる代替等を検討していくことが望ましい。 
（３）400MHz帯のタクシー無線及び簡易無線については、周波数の有効利用を図るため、デジタル化することが適 
  当である。 
（４）本周波数帯における需要動向では、列車の安全走行への関心の高まりから新たな列車制御システムの需要が 
  見込まれていることから、400MHz帯の割当てを検討していくことが適当である。 

陸上・その他

67.4%(1,157,117局)

陸上・自営(公共分野以外)

16.7%(285,758局)
陸上・自営(主に公共分野)

9.8%(167,831局)

陸上・防災

3.5%(60,725局)
陸上・放送

0.8%(12,969局)

陸上・電気通信業務

0.6%(9,723局)

海上・その他

0.5%(8,468局)

陸上・放送事業

0.2%(4,236局)

航空・航空通信

0.2%(3,461局)
その他・その他

0.2%(3,013局)

その他

0.1%(2,422局)



26.175MHz以下 
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222MHz～335.4MHz 
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433.67 

434.17 

380.2 

420 

406.025 

465.0375 

440 

406.028 

381.325 

347.7 

430 

コードレス電話 
（親機） 

各種用途 
（固定・移動）［1］ 

特定小電力 
［3］ 

国際輸送用データ伝送用 
アクティブタグシステム 

衛星用非常位置 
指示無線標識 

（EPIRB） 

アナログ簡易無線 

465.15 

348.5625 
348.8 

470 
[MHz] 

335.4 

351.16875 

351.38125 

467 
467.4 

デジタル簡易無線 

468.55 
468.85 

アナログ簡易無線 

デジタル簡易無線 

406.037 
406.04  

各種用途（固定・移動）・特定小電力 
［2］ 

公共・一般業務 
（固定・移動） アマチュア 各種用途（固定・移動）・特定小電力 

［4］ 

710 

470 

特定ラジオマイク 

718 

TV放送（13～52ch）・エリア放送 

714 

１１ 参考３ 
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電波監理審議会会長会見用資料                  
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99MHzを超え108MHz以下の周波数を使用する移動受信用地上基幹放送局の

予備免許について 

（平成27年６月10日 諮問第16号） 

 

［九州・沖縄広域圏「V-Lowマルチメディア放送」親局の予備免許］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局地上放送課 

                         （茅野課長補佐、榊原係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９３ 
 



99MHzを超え108MHz以下の周波数を使用する移動
受信用地上基幹放送局の予備免許について 
 

平成２７年６月１０日 

情報流通行政局 

諮問第１６号説明資料 

～九州・沖縄広域圏「V-Lowマルチメディア放送」親局の予備免許～ 



• 株式会社ＶＩＰから、99MHzを超え108MHz以下の周波数を使用する特定基地局の開設計画（以下「開設計画」という。）に従い、
電波法（昭和25年法律第131号）第６条第２項の規定に基づき、無線局開設の申請がなされたもの。 

• 審査の結果、同法第７条第２項各号の規定に適合していると認められるので、同法第８条１項の規定に基づき予備免許を与
えることとしたい。 

（１）申請者 
株式会社ＶＩＰ（代表取締役社長 仁平 成彦） 
（会社概要については、３頁のとおり。） 

（２）無線局の名称 
V-Low福岡（九州・沖縄広域圏V-Lowマルチメディア放送親局） 

（３）運用開始の予定期日 
予備免許の日から６月以内の日 

（４）希望する周波数及び空中線電力 
１０５．５７１４２９ＭＨｚ ５００Ｗ 

（５）無線設備の設置場所 
送信所：福岡県福岡市早良区百道浜（福岡タワー） 
演奏所：福岡県福岡市中央区清川（エフエム福岡本社） 
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１ 申請概要 

電波法第７条第２項第１号（工事設計等の技術基準への適合性）、第２号（周波数の割当可能性）、第３号（経理的基礎等の有無）及び第７号（基
幹放送局の開設の根本的基準への適合性）について審査した結果、いずれも適合していると認められる（主な審査結果は次頁のとおり。）。 

２ 経緯概要 

３ 審査結果 

概要 

平成２５年９月 「V-Lowマルチメディア放送及び放送ネットワークの強靭化に係る周波数の割当て・制度整備に関する基本的方針」の公表 
      １２月 制度整備（改正省令等公布・施行） 
平成２６年７月 株式会社ＶＩＰから申請があった開設計画（全７地域）を認定 



（１）業務を維持するに足りる経理的基礎の有無 

2 

【事業収支見積り】 
（百万円） 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

売上高 680 4,553 5,698 7,608 11,520 

営業費用 1,289 2,699 3,596 4,162 5,271 

営業利益 △609 1,854 2,103 3,446 6,249 

当期純利益 △626 1,422 1,331 2,182 3,973 

利益剰余金 △737 685 2,016 4,198 8,172 

• 事業収支見積りについては、収入、支出が適切に計上されており、平
成２８年度に当期純利益が単年度黒字に転換し、利益剰余金が確保さ
れる計画となっている。 

 売上高については、主に全国７地域におけるソフト事業者からの放送局
設備供給役務料金収入が計上。なお、関東・甲信越広域圏、東海・北陸
広域圏、近畿広域圏及び九州・沖縄広域圏については本年度内、東北
広域圏及び中国・四国広域圏については平成２８年度内、北海道につい
ては平成３０年度内の放送開始を見込んでいる。 

主な審査結果 

 費用については、技術費、減価償却費、障害対策費、電波利用料等を計上。減価償却費は主に特定基地局の整備（平成３１年度までの５年間で大規模・中
規模局６２局、小規模局１３３局、計１９５局（約１７６億円）を整備予定）に係るもの。 

• ５年間のキャッシュフロー計算書を確認したところ、特定基地局の整備等に充てるための資金として、親会社であるＢＩＣ株式会社から約７２億
円を借り入れることとしている等、期間を通して資金不足とならない計画となっている。 

 ＢＩＣ株式会社においては、申請者への貸付等に充てる資金として、５年間で約７２億円の外部資金調達を行う計画。調達方法については、増資を優先し、不
足分については市中銀行からの融資を受ける方向（市中銀行からの融資検討表明書の添付あり。）。 

• 事業収支見積り等については、その記載内容が客観的に適切な内容のものであり、確実にその事業計画を実施することができるものであると
認められる。 

（２）特定基地局の開設指針への適合性 

• 本申請は、平成２６年７月１５日に認定した開設計画に従って申請がなされたもの。認定時と比べると特定基地局整備の後倒し等が生じている
ものの、世帯カバー率等、特定基地局の開設指針の各規定には適合していると認められる。 

（３）技術審査 

• 工事設計の電波法第３章に定める無線設備の技術基準への適合性、基幹放送の業務に用いられる電気通信設備は放送法第121条第１項の技
術基準等への適合性、業務を維持するに足りる技術的能力の有無、周波数の割当可能性及び基幹放送局の開設の根本的基準への適合性につ
いて審査したところ、いずれも適合しているものと認められる。 

  ※電波発射の運用につき条件あり。  
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株式会社ＶＩＰの概要 

（１）本社 東京都千代田区麹町 
 
（２）設立 平成２６年１月１６日 
 
（３）資本金 ４０億円 
 
（４）出資者 ＢＩＣ株式会社（１００％） 
 
（５）主な業務 マルチメディア放送の基幹放送局提供事業 
 
（６）役員（いずれも常勤） 
 

代表取締役社長 仁平 成彦 
    （兼 株式会社エフエム東京マルチメディア放送事業本部副本部長） 

取締役     小田 慎也 
    （兼 株式会社エフエム東京マルチメディア放送事業本部開発部長） 

取締役     杉本 昌志 
    （兼 株式会社エフエム東京マルチメディア放送事業本部企画部長） 

監査役     東  和志 
           （兼 株式会社エフエム東京執行役員グループ経営管理室長、ＢＩＣ株式会社監査役） 

         ・・・103.5～108 MHz 
 

         ・・・ 99～103.5 MHz 

【使用可能な周波数】 
・ 東北広域圏、東海・北陸広域圏、中国・四国広域圏 
   ９９㎒～１０３．５㎒以下 
・ 近畿広域圏、関東・甲信越広域圏、九州・沖縄広域圏、北海道 
   １０３．５㎒～１０８㎒以下 
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                                 平成２７年６月１０日 

 

 

 

日本放送協会所属の中波放送を行う基幹放送局の電気通信設備 
の変更の許可について 

（平成２７年６月１０日 諮問第１７号） 

 

［中波放送を行う基幹放送局（特定地上基幹放送局）の予備送信所の設置］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送技術課 

                         （棚田課長補佐、長澤係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７８６ 

                   総務省情報流通行政局地上放送課 

                         （茅野課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９３ 
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日本放送協会所属の中波放送を行う基幹放送局の 

電気通信設備の変更の許可について 
 

 

１．変更概要  

日本放送協会は、ＮＨＫ札幌第１放送局（以下、「札幌Ｒ１」という。）の２４

時間運用を行っている。 

このため、札幌Ｒ１の保守点検時においても２４時間放送を継続することを可

能とするため、ＮＨＫ札幌第２放送局（以下、「札幌Ｒ２」という。）の送信設備

の設置場所に、札幌Ｒ１の予備装置 ※を新たに設置することを希望している。 

※ 放送法施行規則第１０４条の電気通信設備 

 

 

２． 安全・信頼性の確保のための措置概要  

放送法施行規則に規定に基づき審査を実施。 

（１）放送局の送信設備 

「予備機器等（第１０４条）」 

これまで、送信機の故障等の場合に備え、空中線電力１００ｋＷの代替

送信機及び空中線電力１０ｋＷの予備送信機を設置していたところ。 

今般、更なる安全・信頼性の確保のため、保守点検等の最中においても

札幌第１放送局の放送が継続できるよう、空中線電力９０ｋＷの第二予備

送信機を設置。 

これにより、札幌Ｒ１の２４時間放送を確保し、かつ、安全・信頼性の

より一層の向上に寄与するものと認められる。 

 

（２）中継回線設備 

   措置内容に特段の変更はない。 

 

（３）番組送出設備 

   措置内容に特段の変更はない。 

諮問第１７号説明資料 
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